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1. はじめに

「札仙広福」などの地方中核都市の業務拠点の多

くは，東京や大阪の本社の管轄を受ける「支店」で

あり，その都市だけでなく周辺の都市にサービスし

ながら本社との業務情報交流を中継する役割を果た

してきた．

90年以降，地方中核都市から「支店」が撤退する

例が報告され，「支店経済」の崩壊による地方都市の

沈滞が懸念されるようになった．これを受けて，新

産業の育成等による支店経済依存からの脱却策が議

論されたが，それらは支店撤退に対する対症療法に

留まっており，広域的な業務ネットワークの変化の

なかで，地域経済の核となる「支店」をどう維持す

るか，という原因に遡った政策論はほとんどなされ

ていない．

地方中核都市への業務拠点の配置は，人件費を含

む拠点配置費用と地域間交流費用などのコスト要因，

商物分離や管理業務の集約化やバーチャルショップ

といった業務展開戦略，中期的な景気動向などの要

因に左右される．規模の大きな都市に業務拠点が集

約される「中抜き」現象や支店の撤退現象は，上述

した要因の変化に適応して効率的な業務ネットワー

クへの移行を図るための企業行動である．しかし企

業の業務ネットワークに関する既存研究は，簡単な

集計分析や仮想的な 2～3都市空間上での理論分析

に限られ 1)2)十分な実証分析は行われていない．

本研究は，平成 8年と 12年の事業所・企業統計調

査 3)から得られる本所支所間の管轄／被管轄関係の

データを用い，その空間構造を分析して，企業の業

務ネットワークの構造を明らかにするものである．
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図１　本所支所別事業所／従業者構成比

図２　本所支所別平均従業者数

2. 事業所・企業統計調査における管轄関係

(1) 事業所数・従業者数の集計分析

総務庁統計局が 5年おきに実施する企業事業所統

計調査 (以下事統)においては都道府県に存在する民

営事業所を本所，支所，および単独事業所に区分し，

支所についてはその本所の所在する都道府県ごとに

細分類して，事業所数と従業者数が公表されている．

本所支所別の事業所／従業者構成比を図１に示す．

平成3年／平成8年の総事業所数は，それぞれ約250

万カ所／約270万カ所（伸び率約8.0%），同総従業者

数はそれぞれ約 3989万人／約 4258万人（伸び率約

6.7%）であった．事業所数ベースでは単独，支所（同

一都道府県本所），支所（他都道府県本所），本所の

順に構成比が高いが，従業者数ベースでは単独，支

所（他都道府県本所），本所，支所（同一都道府県

本所）の順である．なお事業所数，従業者数とも 4



区分の構成比は経年的に変化していない．

本所支所別の事業所あたりの従業者数は図２に示

すとおりであり，広域で業務展開している事業所ほ

ど規模が大きい．平成 3年と平成 8年を比較すると，

本所（約 33.0人から約 35.0人に増加）を除いて事業

所の規模は縮小し，全体平均は約 16.0人から約 15.8

人に減少している．特に支所（他都道府県本所）は

約 23.8人から約 23.1人に減少している．

(2) 事統における支所の位置づけ

冒頭に述べたような企業の広域的な支社配置の把

握のためには，事統データのうち「本所の都道府県

ごとの支所の事業所数」の統計が有用であるが，こ

の支所（他都道府県本所）には異なるタイプのもの

が含まれている．ひとつは「○○商事中国支社」の

ように当該の都道府県だけでなくその周辺の都道府

県を含めて業務を行うような広域的な「支社」であ

り，もうひとつは「○○銀行広島駅前支店」のよう

にその業務の領域が狭く当該都道府県内部に納まる

ような地域的な「支店」である．本研究の目的を踏

まえれば，前者の広域的な支社の立地数を把握する

必要がある．

シダールは，地域全体の小売業従業人口に対する

卸売従業人口の比率を用い，都市の卸売業を，当該

都市内部にサービスする部分と他都市に広域的にサー

ビスする部分に分割し，後者によって都市の中心性

を計測する方法を提案した 4)．ここでは同様のアイ

デアを用いて広域的な支社を分離する．すなわち全

国的に業務を展開する企業（以下全国企業と呼ぶ）

の顧客の分布は，ほぼ各都道府県の総従業人口に比

例すると仮定する．全国企業は，各都道府県ごとに

一定の顧客数に対応するように「支店」を設置し，

さらにそれらの「支店」と「本社」との連絡を円滑

化するために少数の都道府県を選んで「支社」を設

置すると仮定すれば，事統支所数のうち当該都道府

県の従業人口に比例する部分が「支店」であり，残

余の部分を「支社」と考えることができる．

実際には，すべての企業が全国的に業務を展開し

ているわけではない．電力会社のように，地理的に

隣接する都道府県を営業エリアとする企業（以下，

地域企業と呼ぶ）が存在し，その支店が本社とは異

なる府県に設置されるケースが多く見られる．事統

における支所（他都道府県本所）にはこのような地

域企業の「支店」が含まれていることに注意する必

要がある．地域企業の支社配置は，歴史的，地理的

な隣接関係に基づいており，全国企業に比べればよ

り安定的であると考えられる．

3. 管轄モデルの定式化

本節では事統の支所（他都道府県本所）の管轄／

被管轄関係を，（１）全国企業の本社－支社関係，（２）

全国企業の本社－支店関係，（３）地域企業の本社

－支店関係，の３つに分解するためのモデルを提案

する．

(1) 全国企業の支社配置モデル

全国企業は沖縄を除く全国 46都市を管轄範囲と

し，本社－複数支社－ 46都市の支店・顧客から成る

業務ネットワークを費用を最小とするように展開す

ると考える．著者らの先行研究 5)により，全国企業

の支社配置は本社都市 k，交流比 Rl を与件とする総

コスト Zkl の最小化問題として以下のように定式化

できる．

Zkl = min
∑

i∈I

∑

j∈J
Ci j Wi x
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i j
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C jk
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j + Dk (1)

y j，xi j は操作変数であり，それぞれ候補都市 j への

支社配置と， j 支社が管轄する顧客都市 i の関係を

表わすダミー変数である．Wi は都市 iの従業人口で

ある．Rl (0 < Ri < 1)は支社の機能の高さを示すパ

ラメータ (交流比)である．Ci j は都市 i j 間の単位一

般化交通費用，F jは都市 jへの支社立地費用，Dkは

都市 kへの本社立地費用である．制約条件は以下の

通りである．

∑
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xkl
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xkl
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i ∀i ∈ I，∀ j ∈ J (3)

xkl
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(2) 全国企業の支店配置

先述したシダールの考え方に従い，全国企業は各

都市の従業人口に比例する形で支店を配置する．

Mk j = γkWj (6)

Mk j は都市が kに本社を置く全国企業が都市 j に置

く支店数，Wjは都市 jの従業人口，γkは比例定数で

ある．

(3) 地域企業の支店配置

地域企業の業務ネットワークは地理的な条件に規

定されていることから，重力モデルにより表現する．

Lk j = APα1
k Pα2

j Cψ
k j (7)

Lk jは都市 kに本社を置く地域企業の都市 jにおける

支店数である．Pk，P jは，それぞれ都市 k， jの従業

人口，Cｋ j は都市 k j間の一般化交通費用，α1，α2，

ψ，Aはパラメータである．

(4) 支所数の観測

本所が kにある企業の，都道府県 j における支所

数の観測値Sk jは，全国企業の支社数Nkl
j ，支店数Mk j，

地域企業の支店数 Lk j とが重ねあわされたものであ

る．

Sk j =
∑

l

βklNkl
j + Mk j + Lｋ j (8)

Nkl
j = ykl

j

∑

i

Wi x
kl
i j (9)

Nkl
j はタイプ l の本社が j に設置する支社数であり，

式（9）に示すように，その数は支社 jの管轄下の地

域の従業人口の和に比例すると考える．βkl はタイ

プ lの全国企業の構成比を表すパラメータである．

式（6），（7），（8）の管轄モデルを非線形回帰分析に

よって推定し，パラメータα1，α2，ψ，A，γk，βklを同

時推定することにより，全国企業の支社数，支店数，

および地域企業の支店数を求めることができる．

4. 分析結果と考察

(1) 管轄モデルの推定結果と考察

一般化交通費用 Ci j は，トラネットシステムから

得られる鉄道・航空の所要時間と費用を用いて，時

間価値を 4500円／時間として，都道府県間純流動

データの鉄道・航空分担率により加重平均して計算

した．また本社，支社配置コスト F j，Dkは，実際の

オフィス賃料に基づいて値を設定した．全国企業の

本社都市 kは，事統で本所の多い上位12都市（宮城，

埼玉，千葉，東京，神奈川，静岡，愛知，京都，大

阪，兵庫，広島，福岡）とし，てそれぞれ 9種類の

Rlについての合計 108通りの支社配置パターンの中

で，現況の支所分布に対して当てはまりの良い組み

合わせを求めた．

管轄モデルの推定結果を表１に示す．決定係数は

平成 3年，平成 8年とも 0.9以上となり，適合度は高

い．宮城本社と愛知本社の業務ネットワークは，有

意なパラメータが得られなかったため除外した．地

域企業のパラメータのうち従業人口（支所都市）は

負の推定値となっている．これは従業人口の多い都

道府県には独自の企業が立地する可能性が高いため，

他の都道府県に本社を置く企業が支店を設置するこ

とが少ないことを意味する．また従業人口 (本社都

市)は平成 8年では有意となり，その影響は強くなっ

ている．

全国に設置された支所を，全国企業 (本社所在地

別)の支社と支店，地域企業による支店に分解した

構成比を図３に示す．全国企業の本社構成比は，高

い順に東京，大阪，神奈川，兵庫，埼玉，京都…と

なった．平成 3年と平成 8年では，東京は 1.2ポイン

ト低下しているのに対して（48.1%→ 46.9%），関東

圏（埼玉，千葉，東京，神奈川）全体では 0.2ポイン

ト上昇しており（51.8%→ 52.0%），周辺に移りなが

らも本社機能は増加している．一方関西では，大阪

は 0.8ポイント低下しており（13.5%→ 12.7%），関西

圏（京都，大阪，兵庫）全体でも 0.4ポイントの低下

がみられた．

全国企業の支社数の集計結果を表２に示す．本社

都市としては現れなかった愛知が上位に入っている．

全体的に関東が上位に位置しており，京都や大阪の

拠点性が低下する傾向が見られる．また福岡は 10

位から8位に順位を上げている．中国四国地方では，

広島ではなく，四国への利便性の高い岡山のみが現

れている．



表１　管轄モデルの推定結果

平成 3年 平成 8年
説明変数 Rl 推定値 t値 シェア 支社数 推定値 t値 シェア 支社数
東京 0.1 － － － － 19.654∗∗ 18.35 13.8% 7

0.3 7.912∗∗ 39.96 17.3% 7 － － － －
全国 0.5 － － － － 0.618∗∗ 3.29 2.0% 5
企業 0.7 － － － － 0.889∗∗ 8.47 3.3% 4
支社 京都 0.5 0.254∗∗ 4.21 0.9% 4 － － － －
βkl 0.9 － － － － 0.562∗∗ 5.27 1.2% 1

大阪 0.3 － － － － 1.547∗∗ 6.24 3.8% 7
0.5 1.022∗∗ 13.86 3.4% 4 － － － －
0.7 － － － － 0.230∗ 2.48 0.9% 3

広島 0.1 0.584 1.94 0.6% 7 0.752∗∗ 2.93 0.7% 7
福岡 0.1 0.866∗∗ 2.87 0.8% 7 0.960∗∗ 3.66 0.8% 7
埼玉 0.380∗∗ 4.74 1.0% 1 0.571∗∗ 8.33 1.4% 1
千葉 0.232∗∗ 2.76 0.6% 1 0.398∗∗ 5.48 0.9% 1

全国 東京 15.369∗∗ 70.52 30.7% 1 14.160∗∗ 78.92 27.8% 1
企業 神奈川 0.888∗∗ 10.70 2.2% 1 1.151∗∗ 15.81 2.7% 1
支店 静岡 0.352∗∗ 2.81 0.7% 1 0.421∗∗ 3.89 0.8% 1
γk 大阪 5.988∗∗ 25.18 10.1% 1 4.717∗∗ 18.90 8.0% 1

兵庫 1.088∗∗ 7.52 2.0% 1 1.225∗∗ 10.62 2.2% 1
地域 交通一般化費用 ψ -2.292∗∗ -10.36 29.7% -2.299∗∗ -14.09 29.6%
企業 従業人口（本社）α1 0.175 1.75 0.304∗∗ 3.06
支店 従業人口（支所）α2 -0.214 -1.93 -0.414∗∗ -3.80
Lk j 定数項 A 26.433∗∗ 13.49 27.250∗∗ 19.08

決定係数 0.917 0.942
サンプル数 2070 2070

**：1%有意，*：5%有意

図３　全国・地域企業の構成比

5. まとめ

本研究は，事業所・企業統計調査の本所支所間の

管轄／被管轄関係データにモデルを適用して，空間

構造の分析を行った．分析の結果，全国企業の関東

と関西における本社の郊外化傾向のほか，大阪や京

都では全国企業の支社立地都市としての拠点性が低

下していることが明らかとなった．今後は交通量・通

信量との関連を分析し，交通網整備の影響を明らか

にしていきたい．

表２　支社都市別管轄数（上位 15都市）

順位 平成 3年 平成 8年
1 東京 29339 東京 29466
2 大阪 24188 愛知 24063
3 愛知 22538 神奈川 23354
4 神奈川 21913 大阪 22322
5 埼玉 17616 埼玉 19486
6 千葉 16687 千葉 17947
7 兵庫 11071 兵庫 12141
8 京都 10740 福岡 11484
9 静岡 10351 静岡 10579
10 福岡 9651 京都 8780
11 茨城 7019 茨城 7556
12 岡山 6906 宮城 7451
13 宮城 6865 岡山 7248
14 北海道 5768 北海道 6902
15 栃木 5630 群馬 6064
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